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学校における通学用服等の学用品等の適正な取扱いについて（周知） 

 

この度，学校における通学用服の販売について，下記のとおり販売業者が共同して販売価格を

引き上げていた事案が発生しました。ついては，この度の事案による公正取引委員会からの指摘

のとおり，通学用服に関する依頼等が，指定販売店による通学用服の販売価格についての情報交

換の契機とならないよう，御留意願います。 

また，学校における通学用服等の学用品等の取扱いについての留意事項等を別添のとおり改め

て周知いたしますので，引き続き十分にご了知の上，保護者の経済的負担の軽減について適切に

取り扱われるようお願いします。 

各都道府県教育委員会におかれては，所管の学校及び域内の市町村教育委員会に対して，各指

定都市教育委員会におかれては，所管の学校に対して，各都道府県知事及び構造改革特別区域法

第12条第1項の認定を受けた地方公共団体の長におかれては，所轄の学校及び学校法人等に対し

て，附属学校を置く各国立大学法人学長及び各公立大学法人理事長におかれては，その管下の学

校に対して，本事務連絡の内容についての周知と必要な指導等について適切にお取り計らいくだ

さいますようお願いします。 

記 

 

（発生した事案の概要） 

制服の販売業者が共同して販売価格を引き上げる行為が認められたため，公正取引委員会は，

販売業者に対し，独占禁止法の規定に基づき排除措置命令を行った。 

この審査の過程で，県立高等学校によっては，①指定販売店各社の制服の販売価格等を掲載し

た共通チラシを作成するよう指定販売店に依頼していたこと，②制服に関する自校の要望等を特

定の指定販売店を通じて他の指定販売店に伝達していたこと，③指定販売店各社を一堂に集めた

打合せ会を開催していたことが認められた。 

このため，公正取引委員会は，教育委員会に対し，今後，所管の県立高等学校が，指定販売店

に対し，制服に関する依頼等をする場合には，その依頼等が指定販売店による制服の販売価格に

ついての情報交換の契機とならないよう留意すべきである旨通知した。 
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